






















































































































































求に当たっての実務上のガイドラインとしての請求の手引き(IOPC Funds, Claims Manual 2013 
Edition)を発行している。この手引きはＣＬＣおよびＦＣの委任を受けて定められたものではな 
いから、裁判規範としての性質までは有しないと考えられるが、タンカー油濁損害に対する賠 

































































































































パラレルに解すべきことを明らかにした。また、米国沿岸警備隊(U.S. Coast Guard)による薬物・ 
アルコール試験規則違反の執行（制裁金の徴収）に係る行政手続は船主責任制限法の責任制限 
手続から除外されるとしたアメリカ判例法(In re Transporter Marine, Inc., 217 F.3d 335, 2000 


















の適用対象船舶・施設に係る責任制限制度がアメリカ船主責任制限法(the Shipowner’s Limitation 




























第３部  船舶以外の物・施設に起因する海洋汚染に関する責任制度の考察 


























 ン・カトリーナによって発生した浮遊乾ドック(buoyant  drydock)の撤去事例がある。同事例にお 








(S. Scrap Material Co. LLC v. ABC Ins. Co., 541 F.3d 584, 2008 A.M.C. 2369 (5th Cir. 2008). See also 
Univ. Texas Med. Branch at Galveston v. United States, 557 F.2d 438 (5th Cir. 1977))。この控訴審判決 
 は連邦最高裁においても維持された(S. Scrap Material Co. LLC v. United States, 129 S.Ct. 1669, 556 
U.S.  1152 (2009))。この事案とパラレルに考えても、海洋汚染防止法に基づく海難残骸物の除去 
 措置について海上保安庁長官に生じた費用請求権は、責任制限にかからないと考えることがで 
 

































































































シコ湾原油流出事故(Deepwater Horizon oil spill)を踏まえた米国油濁法(The U.S. Oil Pollution 
Act of 1990)からの示唆―」早稲田法学会誌６６巻１号（２０１５年１０月）９７頁以下に拠 
って若干の修正を行った。 
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